
 

 

入 札 公 告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

 

平成３０年２月８日 

                             支出負担行為担当官 

                               国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男 

 

１．競争入札に付する事項 

 （１）調達件名        平成３０年度産業廃棄物（感染性及び非感染性医療廃棄物） 

処理業務 

 （２）調達物品の特質等  入札説明書及び仕様書による 

 （３）履行期間        平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

 （４）履行場所        沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地 国立療養所宮古南静園 

 （５）入札方法  

入札金額は総価で行う。落札者の決定は、最低入札価格落札方式をもって行う。なお、落

札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数の金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問

わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を記載した入札書を提出しなけれ

ばならない。 

 

２．競争参加資格 

(１) 全省庁統一資格において、「役務の提供・建物管理等各種保守管理或いはその他」でＢ、Ｃ又は

Ｄ等級に格付けされ、九州・沖縄地域の競争参加資格を有している者であり、かつ、予算決算及び

会計令第７０条及び７１条の規定に該当しない者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっ

ても、契約締結のために必要な同意を得ている者は、予算決算及び会計令７０条中、特別の理由

がある場合に該当する。 

 （２） 予算決算及び会計令第７３条の規程に基づき、当施設において定められた資格を有する者であ

ること。 

(３）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（４）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２ 

年間（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

① 厚生年金保険 ② 健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

② 船員保険   ④ 国民年金 ⑤ 労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 

     注 各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を完了 

すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了 

すべき日以降の場合にあっては、当該年度及び前年度の保険料について滞納が 

ない（分納が認められているのもについては納付期限が到来しているものに限 

る。）こと。 

 



 

 

 
 

３．入札書の提出場所等 

 （１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

    〒９０６－０００３  沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地 

    国立療養所宮古南静園 会計班 会計係  

    電話番号 ０９８０－７２－５３２１ 内線２１７ 

  （２）入札説明書の交付期間、場所及び方法 

入札説明書は、国立療養所宮古南静園のホームページから入手するものとする。        

尚、インターネットに接続できない場合は、以下の場所でも交付する。ただし、入札説明書の

郵送又はファクシミリによる入手申し込みは認めない。 

         交付期間：平成３０年２月８日（水）～３月２日（金）までのうち、閉庁日を除く毎日 

９時００分～１７時００分までとする。 

           入手方法：国立療養所宮古南静園のホームページで入手可能 

（アドレス: http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/ 

iryou/hansen/miyako ） 

           交付場所：上記（１）の場所 

  （３）競争参加資格確認書類、誓約書、申立書、自己申告書の提出期限 

     平成３０年３月５日（月）１７時００分 

 （４）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

入札書は、平成３０年３月５日（月）１６時００分までに電子調達システムにより提出すること。ただ

し、発注者の承諾を得た場合は、平成３０年３月６日（火）１４時３０分まで持参すること。 

（郵送の場合の受領期限も上記の日時までに必着とする） 

         開札は、平成３０年３月６日（火）１５時００分、国立療養所宮古南静園第三会議室で行う。 

４．その他 

 （１）契約手続において使用する言語及び通貨 

     日本語及び日本国通貨 

 （２）入札保証金及び契約保証金 

     免除 

 （３）入札者に要求される事項 

入札に参加を希望する者は、別紙の暴力団に該当しない旨の誓約書を提出しなければな

らない。 

 （４）入札の無効 

本広告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義    

務を履行しなかった者の提出した入札書、その他入札条件に違反した者の提出した入札書は

無効とする。また入札に参加した者が（３）の誓約書を提出せず、または虚偽の誓約をし、若し

くは誓約書に反することとなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

  （５）契約書作成の要否 

      要 

 （６）落札者の決定方法 

      最低落札方式とする。 

  （７）その他 

      詳細は入札説明書による 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/


 

 

別紙 

誓  約  書 

 

 

□ 私 

□ 当社       

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は

一切申し立てません。 

 また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

                                    記 

１ 契約の相手方として不適当な者 

 (1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 (2)  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 (3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的ある

いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 

 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

 (1) 暴力的な要求行為を行う者 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

 (4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

  

平成  年  月  日 

              住所（又は所在地） 

              社名及び代表者名 

 

  ※ 個人の場合は生年月日を記載すること。 

※ 法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。 
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入 札 説 明 書 

 

国立療養所宮古南静園の特定政府調達に係わる入札公告（平成３０年２月８日付）に基

づく入札等については、会計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２

２年勅令第１６５号）、契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）、その他の法令

に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

 

Ⅰ 入札及び契約に関する事項 

１．支出負担行為担当官 

 国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男 

◎ 調達機関番号 ０１７ 

◎ 所在地番号   ４７ 

 

２．調達内容 

（１）調達件名      平成３０年度産業廃棄物（感染性及び非感染性医療廃棄物）

処分業務 

（２）数量・特質等    入札仕様書による 

（３）履行場所      入札仕様書のとおり 

（４）履行期間      平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

（５）入札の方法   

       入札金額は総価で行う。落札者の決定は、最低入札価格落札方式をもっ

て行う。 

       落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額とする）をもって落札価格とするので、入札者

は消費税等に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の１０８分の１００に相当する金額を記載した入札書を提出

しなければならない。 

（６）入札保証金及び契約保証金  免除   

 

３．競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条及び第７１条に規定される次の事項に該当する者は

競争に参加する資格を有さない。 

① 禁治産者及び準禁治産者並びに破産者で復権を得ない者。 

② 以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経過していな

い者。      

（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ） 

(ｱ) 契約の履行にあたり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品質若

しくは数量に関して不正の行為をした者。 

(ｲ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得

るために連合した者。 
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(ｳ) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたもの。 

(ｴ) 監督又は検査の実施にあたり、職員の職務の執行を妨げた者。 

(ｵ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者。 

(ｶ) 前号各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約

の履行にあたり代理人、支配人その他の使用人として使用した者。 

（２）次の事項に該当する者は、競争に参加させないことがある。 

① 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者。 

② 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者。 

（３）平成２８年～平成３０年度全省庁統一の一般競争参加資格において、開札時まで

に｢役務の提供・建物管理等各種保守管理或いはその他｣でＢ、Ｃ又はＤ等級に格付

けされている者であること。なお、競争参加資格を有しない者は、速やかに資格審

査申請を行う必要がある。 

（４）予算決算及び会計令第７３条の規程に基づき、当施設において定められた資格を有する 

者であること。  

 (５）厚生労働省から業務等に関し指名停止を受けている期間中でないこと。 

（６）過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し、厚生労働省 

所管法令違反により行政処分を受け又は送検されていないこと。 

(７）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の 

直近２年間（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

 

① 厚生年金保険 ② 健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

② 船員保険   ④ 国民年金 ⑤ 労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 

     注 各保険料のうち⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を 

完了すべき日が未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手 

続を完了すべき日以降の場合にあっては、当該年度及び前年度の保険料に 

ついて滞納がない（分納が認められているのもについては納付期限が到来 

しているものに限る。）こと。 
 

 

４．入札書の提出場所等 

     入札書は、電子調達システムにより提出するものとする。ただし、紙により入札

の参加を希望する場合には、別紙４により事前に申し出る必要がある。また、電

子調達システムによる入札の場合には、当該システムに定める手続に従い、提出

期限までに入札書を提出しなければならない。 

    なお、入札者は、その提出した入札書の引き換え、変更又は取り消しをすること

はできない。 

（１）電子調達システムにより入札を行う場合 

   入札書の提出期限 

    平成３０年３月５日（月）１６時００分 

   （電子調達システムに到着するよう提出すること。なお、電子調達システムによ

り応札する場合には、通信状況により提出期限時間内に電子調達システムに入札

書が到着しない場合があるので、時間の余裕をもって行うものとする。） 

（２）紙により入札を行う場合 
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   ① 入札書の受領期限 

      平成３０年３月６日（火）１４時３０分 

     （郵送の場合の受領期限も上記の日時までに必着とする） 

   ② 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒９０６－０００３ 

沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地 

国立療養所宮古南静園 庶務課会計班 会計係  

電話番号 ０９８０－７２－５３２１（内線２１７） 

③ 入札書の提出方法 

(ｲ) 入札書は別紙１の様式にて作成し、直接に提出する場合は封筒に入れ封

印し、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称又は照合）及び「平成３

０年３月６日開札［国立療養所宮古南静園産業廃棄物（感染性及び非感染性

医療廃棄物）処分業務入札書在中」と朱書きしなければならない。なお、入

札書と同時にその積算内訳も提出しなければならない。 

(ﾛ) この入札に参加を希望する者は、入札書の提出時に、支出負担行為担当

官が別に指定する暴力団等に該当しない旨の誓約書を提出しなければなら

ない。 

④ 郵便（書留郵便に限る）により提出する場合は、二重封筒とし、表封筒の表

書きに平成３０年３月６日開札［国立療養所宮古南静園産業廃棄物（感染性及

び非感染性医療廃棄物）処分業務］入札書在中」の旨朱書きし、中封筒の封皮

には直接に提出する場合と同様に氏名等を記し、上記４（２）②宛に入札書の

受領期限までに送付しなければならない。なお、電報、ファクシミリ、電話差

の他の方法による入札は認められない。 

（３）入札の無効 

① 本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

② （１）③(ﾛ)の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反

することとなったときは、当該者の入札を無効とする。 

       ③ 入札公告で定める資格の有無についての確認を受けていない者が提出した入札

書は無効とする。 

④ 所定の様式によらずまた捺印がない入札は無効とする。 

       ⑤ 入札金額の記載が不明な入札書は無効とする。 

        ⑥ 入札金額の記載を訂正した入札書は無効とする。 

⑦ 競争参加者（代理人を含む。）の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代

表者の氏名）の判然としない入札は無効とする。 

       ⑧  誤字・脱漏・汚染・塗沫等により文字が不明な入札書は無効とする。 

       ⑨  明らかに連合と認められるものは入札は無効とする。 

（４）入札の延期等 

  入札者が相連合し又は不穏の挙動をする場合であって、競争入札を公正に執行

することができない状態であると認められたときは、当該入札を延期し、又はこ

れを取り止めることがある。 

（５）代理人による入札 
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 ① 代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定める

委任の手続を終了しておかなければならない。 

技術資料の提出等入をシステム上でおいて行う場合には、当初の手続きをする

時点までに委任の手続を完了させておくこと。 

なお、電子調達入札においては、副代理人による応札は認めない。 

 ② 代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は

商号、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記して押印（外国人の

署名を含む）をしておくとともに、開札時までに別紙２の様式による代理委任

状を提出しなければならない。 

③ 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について、他の入札者の代理

人を兼ねることができない。 

（６）入札者以外の者の入札場への立入の禁止 

入札者でない者は、入札会場へ立入ることができない。 

 

５．開札 

（１）開札の日時及び場所 

  平成３０年３月６日（火）１５時００分 

国立療養所宮古南静園第三会議室 

（２）電子調達システムによる入札の場合 

電子調達システムにより入札書を提出した場合には、立ち会いは不要である

が、入札者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機しておくものとす

る。 

（３）紙による入札の場合 

① 開札は、入札又はその代理人を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその

代理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち合わせて行う。 

② 入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することは

できない。 

③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員

の求めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に係る委

任状を提示又は提出しなければならない。 

④ 入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむ得ない事情がある

と認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

（４）再度入札の取り扱い 

 開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制

限に達した価格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行う。 

 なお、電子調達システムにおいては、再入札通知書に示す時刻までに再度の入

札を行うものとする。 

（５）再度入札後の入札取消し 

再度入札をして、なお予定価格に達しないときは、この入札を打ち切ることができる。 

（６）入札金額 

入札書に記載する書面上の金額は、消費税を含まない金額とする。 
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６．その他 

（１）競争手続きに使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

（２）入札者に要求される事項 

 ① この一般競争に参加を希望する者は、本入札説明書３の競争参加資格を有

することを証明できる書類別紙３を平成３０年３月２日（金）１７時００分

までに提出しなければならない。また、開札日の前日までの間において支出

負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じ

なければならない。 

② 支出負担行為担当官は、提出された書類を競争参加資格の確認以外に提出

者に無断で使用することはない。 

③ 一旦受領した書類は返却しない。 

④ 一旦受領した書類の差し替え及び再提出は認めない。 

（３）落札者の決定方法 

  最低落札方式とする。 

 ① 本入札説明書４（１）に従い、書類・資料を添付して入札書を提出した入札

者であって、本入札説明書３の競争参加資格及び仕様書の要求する要件のすべ

てを満たし、当該入札者の入札価格が、予算決算及び会計令第７９条の規定に基

づいて作成された予定価格の制限範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な

入札を行った者を落札者とする。 

     ② 落札者となるべきものが二人以上あるときは、直ちに当該入札者に「くじ」を

ひかせ、落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接「く

じ」をひくことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わ

って「くじ」を引き、落札者を決定するものとする。 

     ③ 落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び

金額を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知書により通知するものとす

る。 

④ 最低の入札価格が予定価格に比べて著しく低く、その価格によって契約することによ

り、契約の内容に適合した履行がなされない恐れがあるとき、または、公正な取引の秩

序を乱す恐れがあるときは、会計法の規定に基づき落札者を決定しないことができる。 

  （４）落札金額 

入札書の記載金額に消費税（８％）相当額を加えた金額とする。 

（５）契約書の作成 

① 競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交

わすものとする。 

② 契約書の案を交付するので記名捺印し７日以内に送付すること。 

③ 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、契約書

の案を交付するので記名捺印し、まずその者が契約書に記名押印し、更に支出負

担行為担当官が当該契約書の送付を受けて、これに記名押印するものとする。 

    ④ 上記②の場合において、支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約

書の１通を契約相手方に送付するものとする。 

   ⑤ 支出負担行為担当官が、契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、

本契約は成立しないものとする。 
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（６）代金内訳書の提出   

   落札者は、落札決定の日から７日以内に代金内訳書を提出すること。 

（７）支払条件 

 支払条件に関する詳細は、上記（４）の契約書に定めるものとする。 

 （８）入札説明会の日時及び場所 

    入札説明会は随時受け付けるので不明な点等があれば４（１）②まで問い合わせ

ること。 

 （９）障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりとする。 

    ●ヘルプデスク  ０５７０－０１４－８８９（ナビダイヤル） 

             ０１７－７３１－３１７７（IP 電話等をご利用の場合） 

    ●ホームページ  https://www.geps.admix.go.jp/faq/all/ 

     但し、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合に

は、４（２）②の入札書の提出場所に連絡すること。 

  

  

Ⅱ その他 

１．その他の詳細規定 

   上記Ⅰによるものの他、この一般競争入札に参加する場合において了知することと

する。 

 ２．役務の保証 

   落札者は、役務契約について、自己に代わって自ら当該役務を保証する他の業者を保証

人として立てなければならない。また、保証人は同一競争入札参加者又は支出負担行為

担当官の承認を受けた者に限ることとする。ただし、支出負担行為担当官が必要ないと指

示したときは、この限りではない。 

 ３．異議の申し立て 

   入札をした者は、入札後この入札心得・仕様書・契約書（案）及び機器等についての不明

を理由として異議を申し立てることができない。 

４．入札予定日は、変更することがある。 
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別紙１ 

 

入 札 書（  回目） 

 

 

     件   名     平成３０年度産業廃棄物（感染性及び非感染性医療廃棄 

            物）処理業務     

      

入札金額             

        

   種   類 

 

  年間予定数量 

      ① 

入札比較単価 

     ② 

        計 

     ①×② 

感染性廃棄物  ３，２４０㎏   

非感染性廃棄物 １５，４９０㎏   

 合 計(入札比較総額)    

 

        ※１ 入札比較単価欄には、見積もったそれぞれの１㎏当たりの単価      

を記入すること。 

          ２ 計欄は、それぞれの年間予定数量に入札比較単価を乗じた金額の総

額で比較するので、計算の上、記入すること。 

     ３ 入札比較総額の記入漏れ、計算誤りには十分注意すること。 

 

 

 

     仕様書、入札説明書及び契約書等を全て熟知のうえ、上記のとおり入札します。 

 

 

                平 成   年   月   日 

 

                       （住 所） 

                       （氏 名） 

                       （代表者） 

 

 

                        代理人                        

 

 

 

支出負担行為担当官 

国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男 殿 
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別紙２ 

委 任 状 

 

 

 

 

私は、                 を代理人と定め、下記の入札に関する下記の権限を

委任します。 

 

 

 

記 

 

 

     １．件 名    平成３０年度産業廃棄物（感染性及び非感染性医療

廃棄物）処理業務 

 

     ２．実 施 場 所    沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地 

                     国立療養所宮古南静園 

 

     ３．代理人使用印鑑  

代理人使用印 

 

  

 

 

             平 成   年   月   日 

 

委任者（住 所） 

（商 号） 

（氏 名）                       

 

 

 

 

支出負担行為担当官 

国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男 殿 
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別紙３ 

 

                    平成  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

国立療養所宮古南静園事務長  大石 和男 殿 

 

 

               住     所 

               商号又は氏名 

               代  表  者  名                    

 

 

 

電子入札案件の紙入札での参加について 

 

 

貴園発注の下記入札案件について、電子入札システムを利用して入札に参加で

きないので、紙入札方式での参加をいたします。 

 

 

 

記 

 

 

１．入札案件名 

 

 

 

２．電子調達システムでの参加ができない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙４ 
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競争参加資格確認関係資料 

 

 

 

① 資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し 

 

② 暴力団に該当しない旨の誓約書 

 

③ 保険料納付に係る申立書 

 

④ 厚生労働省所管法令違反に係る自己申告書 

 

⑤ 特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

 

⑥ 特別管理産業廃棄物処分業許可証の写し 

 

⑦ 産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

 

⑧ 産業廃棄物処分業許可証の写し 
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別紙 

 

             医療廃棄物（感染性及び非感染性）処理業務仕様書 

 

  １．中間処理施設（焼却施設)において医療廃棄物を処理する。 

 

  ２．１週間に１回の収集運搬されるものとする。 

 

  ３．年間予定数量は、１８，７３０㎏である。 

      内訳 感染性医療廃棄物   ３，２４０㎏ 

            非感染性医療廃棄物 １５，４９０㎏ 

 

  ４．契約期間は１年間とし、支払いは１ヶ月ごとに行う。 

 

  ５．産業廃棄物収集運搬業許可証を提出すること。 

 

  ６．産業廃棄物処分業許可証を提出すること。 

 

７．特別管理産業廃棄物収集運搬業許可証を提出すること。 

 

８．特別管理産業廃棄物処分業許可証を提出すること。 

 

９．産業廃棄物の搬出の都度、マニュフェストに必要事項を記入し交付するので法令 

  に基づいて適正に処分すること。 

 

１０．産業廃棄物の処分が終了した後、直ちに業務終了報告書を作成し提出すること。 

    業務終了報告書は、マニュフェスト票Ｄ票及びＥ票で代えることができる。 

 

１１．各委託業者の収集運搬、処理行程は次の通りである。 

 

    ア 当園医療廃棄物保管場所から中間処理施設（焼却施設)までの収集運搬を行う産

業廃棄物収集運搬業者（特別管理産業廃棄物収集運搬業者） 

    イ 中間処理施設（焼却施設)で処理を行う産業廃棄物処理業者（特別管理産業廃棄 

  物処理業者） 



 

 

     産業廃棄物処理委託契約書（案） 

 

 

   排出事業者 支出負担行為担当官 国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男（以下「甲」

という）と、有限会社環境クリーン開発 代表取締役 佐久川 浩希（以下「乙」という）

は甲の事業場から排出される産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）の処理に関して次の

とおり契約を締結する。 

 

 

第 １ 条 （委託内容） 

  １．（乙の事業範囲） 

      乙の事業範囲は以下のとおりであり、乙はこの事業範囲を証するものとして、許可証

の写しを甲に提供する。なお、許可事項に変更があったときは、乙は速やかにその旨を

甲に通知するとともに、変更後の許可証の写しを甲に提出する。 

◎産業廃棄物処分業に関する事業範囲  

許可都道府県・政令市  ：  沖縄県 

許可の期限       ：  平成３０年１１月６日 

事業の範囲       ：  別紙許可書（写）のとおり 

許可の条件       ：  別紙許可書（写）のとおり 

許可番号             ：  第０４７２５０６６３０４号 

◎特別管理産業廃棄物処分業に関する事業範囲 

許可都道府県・政令市  ：  沖縄県 

許可の期限       ：  平成３１年８月１１日 

事業の範囲       ：  別紙許可書（写）のとおり 

許可の条件       ：  別紙許可書（写）のとおり 

許可番号             ：  第０４７７５０６６３０４号 

 ２．（委託する産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の種類、単価及び数量） 

     （１） 甲が、乙に処理を委託する産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の種類及び単価

は次のとおりとする。 

①   種類     感染性廃棄物     

          単価     ３２４．０円／㎏ （うち消費税等２４．０円）    

           数量     週１回収集運搬 

②  種類     非感染性廃棄物     

          単価     １４０．４円／㎏ （うち消費税等１０．４円）    

           数量     週１回収集運搬 

    

   （２）本契約に定める業務の予定数量は感染性廃棄物３，５２５㎏、非感染性廃棄物１

６，３５０㎏とする。数量について後日増減があっても乙は意義を申し立てないも

のとする。  

       

  ３．（処分の場所及び方法） 

      乙は、甲から委託された前項の産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物を、次のとおり処

理する。 

    ◎産業廃棄物処分業に関する事業範囲 



 

 

       事業場の名称   有限会社環境クリーン開発 

       所在地      沖縄県宮古島市伊良部字佐和田大野原９０８番地３ 

       処分の方法    焼却 

     焼却施設     チリメーサーＴＧ－４９型 

        施設の処理能力  ９０．４㎏／日（８時間）１１．３㎏／時間 

               

   ◎特別管理産業廃棄物処分業に関する事業範囲 

       事業場の名称   有限会社環境クリーン開発 

       所在地      沖縄県宮古島市伊良部字佐和田大野原９０８番地３ 

       処分の方法    焼却 

     焼却施設     チリメーサーＴＧ－４９型 

       施設の処理能力  ７８．４㎏／日（８時間）９．８㎏／時間 

                      ｛廃プラスチックのみ：51.0㎏/日（8時間）6.4㎏/時間｝ 

 

４．（収集運搬に関する事業範囲） 

甲が乙に委託する産業廃棄物の収集・運搬は、乙が契約した次の収集運搬業者があた

るものとする。 

  ＜甲が契約した収集運搬業者＞ 

宮古南静園保管場所から事業所までの収集運搬を行う特別管理産業廃棄物収集運搬

業者 

許可都道府県    ：  沖縄県 

所   在     ：  沖縄県宮古島市伊良部字長浜１３６０番地の１２  

会 社 名     ：  有限会社環境クリーン開発 

許可の期限     ：  平成３１年８月１１日 

許可番号           ：  第０４７７５０６６３０４号 

 

５．（中間処理産業廃棄物の最終処分） 

乙が委託する産業廃棄物の処理で、中間処理産業廃棄物の最終処分業者は、乙が契約

した次の処分業者があたるものとする。 

     事業場の名称          ：  宮古島市一般廃棄物最終処分場                                   

     所 在 地          ：    沖縄県宮古島市平良字狩俣４１０番地の１０ 

     処 分 の 方 法          ：   埋立                                              

 

６．（契約期間） 

   この契約期間は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までとする。 

 

 ７．（処分のための保管） 

     乙は、甲から委託された特別管理産業廃棄物の保管を行う場合は、法令に基づき、か

つ、第９条で定める契約期間内に処分できる範囲で行う。 

 

 ８．（再委託）  

      乙は、甲から委託された特別管理産業廃棄物の処理業務を他人に委託しない。ただし、

契約期間中に処理業務を他人に委託する必要が生じた場合は、乙は、甲の承認を得て、

法令の定める再委託基準に従い処分業務を再委託することができる。この場合において、



 

 

乙は、甲の要求があったときは、この再委託を乙の責任において解除する。 

 

９．（マニフェスト） 

      甲は、産業廃棄物の搬出の都度、マニフェストに必要事項を記入し乙に交付する。 

 

第 ２ 条（義務と責任） 

１．（甲）  

（１）甲は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報として、以下情報をあらかじ

め乙に提供するほか、適宜又は乙の要求に応じ収集・運搬を委託する産業廃棄物

の適正処理に必要な情報を乙に提供する。 

           ○産業廃棄物の発生行程 

           ○産業廃棄物の性状及び荷姿 

           ○腐敗、揮発等性状の変化に関する事項 

           ○混合等により生ずる支障 

           ○その他注意事項 

             イ．形状、主成分、混合成分 

             ロ．特性 

                ・有害物質、危険物、毒物、劇物、悪臭物、特定科学物質等の区分 

                ・引火性、自己反応性、混合反応性、禁水性、発火性、爆発性ガス発生、

可燃性、材料腐食性、有害性、腐食・刺激性、悪臭等 

     （２）甲は、委託する産業廃棄物の処分に支障を生じさせるおそれのある物質が混入し

ないよう注意する。万一混入したことにより、又混入した旨を乙に通知せずに、

乙の業務に重大な支障を生じ又は生ずるおそれのある場合には、乙は委託物の引

き取りを拒否することができる。この場合において、甲は委託手数料の支払い義

務を免れず、他に損害が生じたときは、その賠償の責にも任ずるものとする。 

     （３）甲は、委託する産業廃棄物のマニフェストの記載事項は正確に洩れなく記載する

こととし、虚偽又は記載洩れがある場合は、乙は委託物の引き取りを一時停止し

マニフェストの記載修正を甲に求め、修正内容を確認の上、委託物を引き取るこ

ととする。 

２．（乙） 

     （１）乙は、甲から委託された産業廃棄物を、処分の完了まで、法令に基づき適正に処

分する責任を負う。この間に発生した事故については、その原因が甲の責に帰す

べき場合を除き、乙が責任を負う。 

     （２）乙は、甲から委託された産業廃棄物の業務が終了した後、直ちに業務終了報告書

を作成し甲に提出する。ただし、業務終了報告書は、収集運搬業務については、

マニフェストＢ２、Ｂ４又はＢ６票で代えることができる。 

     （３）乙は、やむを得ない事由があるときは、甲の了解を得て、一時業務を停止するこ

とができる。この場合には、乙は甲にその事由を説明し、かつ甲における影響が

最小限となるよう努力する。 

 

第 ３ 条（手数料・消費税・支払い） 

１．甲の委託する産業廃棄物の処分業務に関する手数料については、第１条２項で定める

単価に基づき算出する。 

２．受託手数料の額が経済情勢の変化等により不適当となったときは、甲乙双方の協議に



 

 

よりこれを改訂することができる。 

３．甲の委託する特別管理産業廃棄物の処分業務についての消費税等は、甲が負担する。

尚、消費税等額は、消費税法２８条第１項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２

及び７２条の８３の規定に基づき、委託手数料に１０８分の８を乗じて得た額である。 

４．乙は、１ヶ月の代金を所定の手続により甲に請求するものとする。甲は、乙からの適法

な委託手数料の請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

５．甲が前項の期限内に対価を支払わないときは、期限の翌日より支払いの日まで年   

２．７％の遅延利息を支払うものとする。 

     

第 ４ 条（機密保持） 

    甲、乙は、この契約に関連して、業務上知り得た相手方の機密を第三者に洩らしては

ならない。 

 

 

第 ５ 条（権利義務の譲渡等） 

     乙は、甲の承諾を得た場合を除き、この契約によって生ずる権利又は義務の全部若し

くは一部を第三者に譲渡又は委任してはならない。ただし、売掛債権担保融資保証制度

に基づく融資を受けるに当たり信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令第１条の２

に規定する金融機関に対し債権を譲渡する場合は、この限りでない。 

２．乙は、前項ただし書きの規定による債権譲渡をすることとなったときは、速やかにそ

の旨を書面により甲に届け出なければならない。 

  

第 ６ 条（契約の解除） 

    甲、乙は、相手方が次ぎのいずれかに違反したときは、この契約を解除することがで

きる。 

      （１）この契約の各条条項のいずれかに違反したとき。 

      （２）差し押さえ、営業停止、手形不渡り処分等の事態が生じたとき。 

      （３）監督行政庁から営業の取り消し、停止等の処分を受けたとき。 

      （４）甲の都合により業務を委託する必要がなくなったとき。 

      （５）乙が委託業務を履行する見込みがないと甲が認めたとき。 

       (６) 刑法第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑の容疑により公訴を提起

されたとき(乙の役員又はその使用人が当該控訴を提起されたときを含む。) 

       (７) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(以下「独占禁止法」という。)  

第８条の４第１項の規定による必要な措置を命ぜられたとき、同法第４９条第１

項に規定する排除措置命令又は同法第５０条第１項に規定する納付命令が行われ

たとき、並びに同法第５３条第１項の規定による審判手続きを開始されたとき。 

２．前項の規定または法令の規定によりこの契約を解除できる場合であっても、この契約

に基づき甲から引渡しを受けた廃棄物の処理を乙が完了していないときは、当該廃棄物

を甲乙双方の責任で処理した後でなければ、この契約を解除できない。 

第 ７ 条（賠償金） 

     乙は、この契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲がこの契約を解除するか 否

かを問わず、賠償金として甲に生じた実際の損害額又はこの契約が第９条に規定する契

約期間の終期まで継続した場合に甲が支払うべき金額(契約期間を定めない場合は契 

約代金額)の １０分の１に相当する額のいずれか多い額を甲の指定する期間内に支払



 

 

わなければならない。 

       (１)第６条第６号の刑が確定したとき。 

       (２)公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第４９条第１項に規定する排除措置命

令又は、第５０条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令が同法第４９条第７

項又は第５０条第５項の規定により確定したとき。 

       (３)公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第６５条、第６６条第１項、第２項又

は第３項並びに第６７条の規定による審決(同法第６６条第３項による原処分の全

部をと取り消す審決及び第６７条第２項による該当する事実がなかったと認める場

合の審決を除く。)を行い、当該審決が決定したとき(独占禁止法第７７条の規定に

より、この審決の取消しの訴えが提起されたときを除く。)。 

       (４)公正取引委員会が乙に対して行った審決に対し、乙が独占禁止法第７７条の規定

により提起した審決取消しの訴えについて請求棄却又は訴え却下の判決が確定した

とき。 

２．乙は契約の履行を理由として、前項の賠償金を免れることができない。 

 

第 ８ 条（談合等の不正行為に係る違約金） 

   乙は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲が本契約の全部又は一部を

解除するか否かにかかわらず、違約金（損害賠償金の予定）として、甲の請求に基づき、

契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の 

１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条又は同法第８

条の２（同法第８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）

の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納

付命令を行い、当該納付命令又は同法第６６条第４項の規定による当該納付命令の

全部を取り消す審決が確定したとき。 

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１８項

又は第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

（４）乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法

第８９条第１項の規定による刑が確定したとき。 

２．乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。 

３．第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、

甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

第 ９ 条（違約金に関する遅延利息） 

   乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わない時は、乙は当該期日

を経過した日から支払いをするまでの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額

の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

第１０条（属性要件に基づく契約解除） 

   甲は、乙が次ぎの各号の一に該当するとみと認められるときは、何らの催告を要せず、本

契約を解除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人



 

 

である場合は役員又は、支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している物

をいう。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

    （２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

    （３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

    （４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

    （５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

第１１条（行為要件に基づく契約解除） 

甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次ぎの各号の一に該当する行為をした場合は、何ら

催告を要せず、本契約を解除することができる。 

    （１）暴力的な要求行為 

    （２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

    （３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

    （４）偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 

    （５）その他前各号に準ずる行為 

 

 

第１２条（表明確約） 

乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当し

ないことを確約しなければならない。 

 ２．乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）をした請負人等（下請

負人（下請が数次にわたるときは、全ての下請負人を含む。）及び再委託者（再委託以降の

全ての受託者を含む。）並びに自己、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に契約

する場合の当該契約の相手方をいう。以下に同じ。）としないことを確約しなければならな

い。 

 

第１３条（下請負契約等に関する契約解除） 

   乙は、契約後にした請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当該下請

負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにしなければならな

い。 

 ２．甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負人等

の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負人等との

契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、

本契約を解除することができる。 

 

第１４条（契約解除に基づく損害賠償） 

甲は、第１０条及び第１１条及び第１３条第２項の規定により本契約を解除した場合は、

これにより生じた損害について、何ら賠償しないし補償することは要しない。 



 

 

２．乙は、甲が第１０条及び第１１条及び第１３条第２項の規定により本契約を解除した場合

において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

第１５条（不当介入に関する通報・報告） 

乙は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反

社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた

場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当

介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

 

第１６条（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 

 乙は、乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を受け 

又は送検された場合は、速やかに甲に報告する。 

 

第１７条（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 

 甲は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続きを要せず、乙に

対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１）乙又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処分を受

け又は送検されたとき。 

(２) 乙が本契約締結以前に甲に提出した、厚生労働省所管法令違反に関する自己申告

書に虚偽があったことが判明したとき。 

（３）乙が、乙又はその役員若しくは使用人が第一号の状況に至ったことを報告しなか

ったことが判明したとき。 

２ 本契約の再委託先について前項の状況に至った場合も、同様とする。 

 

第１８条（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 

  第１７条の規定により甲が契約を解除した場合、乙は、違約金として、甲の請求に基づき、

契約金額（本契約締 結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１０

０分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

２ 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲が 

その超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

第１９条（協議） 

この契約に定めのない事項又はこの契約の各条項に関する疑義が生じたときは、関係法

令に従い、その都度当事者が誠意をもって協議の上、これを決定する。 

 

この契約の成立を証するために本書２通を作成し、甲、乙は各々記名押印のうえ各１通を保

有する。 

 

 

 

       

 

  



 

 

平成３０年４月２日 

 

 

                 甲  沖縄県宮古島市平良字島尻８８８番地 

                     支出負担行為担当官 

                     国立療養所宮古南静園事務長 大石 和男   

 

 

 

                 乙  沖縄県宮古島市伊良部字長浜１３６０－１２ 

            有限会社 環境クリーン開発 

 代表取締役 佐久川 浩希 

 



保険料納付に係る申立書（案）

　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速やかに対応す

　　　　　　　　　　　住所（所在地）

及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。

ることを確約いたします。

　　　平成　　年　　月　　日

　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管掌のもの）、

船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険

　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対する一切の契約

が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けることに異議はありません。



　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　

　　　　　支出負担行為担当官
　　　　　　国立療養所宮古南静園事務長　　大石　和男　殿

厚生労働省所管法令等に係る自己申告書（案）　　

　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）　　
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　

　（３）　　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により行政
　　　　　処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

　（４）　　前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先についても同様であ
　　　　　ること。

　（１）　　厚生労働省から指名停止の処置を受けている期間中でないこと。

　（２）　　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し厚生労働省所管法令違反により
　　　　　行政処分を受け又は送検されていないこと。

記

は、本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなかったことが判明した場合に
　下記の内容について誓約致します。
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